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2023年 10月 31日（火）【外為Ｌａｂ】松田哲 

タイトル：【本日の日銀金融政策決定会合】 

 

本日（2023年 10月 31日）の日銀金融政策決定会合では、ＹＣＣ（イールドカーブ・コン

トロール）を、さらに柔軟に運用する、と発表された。 

 

今までは、10年金利を、1.0％を「目処」として、厳格にコントロールする、だったが、こ

れからは、機動的なオペで金利操作を行う、とした。 

 

つまり、1.0％を超える金利上昇を、事実上認める、ということ。 

 

しかしながら、1.0％アラウンドが上限近辺であり、あまり大きな変更とは判断できない。 

 

実質的に見れば、日銀の金融政策は、ほとんど現状維持と考えます。 

 

++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++ 

 

日銀は、物価見通しを上方修正したが、現在の世の中を見れば、金融の専門家でなくとも、

当然の判断、と考えます。 

 

日銀が、大規模緩和政策を変更しないで、現状維持を続けることに、違和感を覚えています。 

 

マスコミの報道を見ても、明らかに物価は上昇しています。 

 

電気料金やガス料金などの生活に直結する支出も増えています。 

 

それなのに、賃金の上昇が追い付いていないという理由を付けて、大規模緩和政策を続けて

います。 

 

ある種の「詭弁」に思えてなりません。 

 

++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++ 

 

仮に、長期金利が上昇すると、国債の金利が上昇して、国の利払いが増加するので、財政に

負担がかかることを懸念しているのならば、筋が違う、と考えます。 

 

日銀は、本来は、独立した存在で、金融政策を用いて、インフレに対抗すること、（インフ

レやデフレをコントロールすること、と言った方が良いかもしれませんが）、それが、本来

の役割なはずです。 
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国債の利払いが大き過ぎるのならば、それは、国が国債の発行を減額するべきで、日銀の仕

事ではない、と考えます。 

 

++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++ 

 

日本のインフレが加速している状況が続き、それなのに、日本の金融政策が現状維持のまま

ならば、ますます「円安」が進み、輸入インフレも拡大する、というジレンマが解消するこ

とは無いのでしょう。 

 

++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++ 

++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++ 

 

（2023年 10月 31日東京時間 15：10記述） 


